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研究成果の概要（和文）：本研究は，日英の政策と貧困率の削減状況についてレビューするとともに，世帯収入
が子どものアウトカムに与える効果について日本のミクロデータを分析した。2000年代、戦略的な子どもの貧困
対策を実施した英国では子どもの貧困率が減少したのに対し，そうした対策を導入していなかった日本では子ど
もの貧困率が増加した。英国など英語圏と同じように，日本でも持続的・反復的な低収入が中学生の子どもの学
習行動や進路希望に対して負の効果を与え得ることが明らかとなった。また、世帯の収入制約とともに時間制約
が子どものウェルビーイング（親子で過ごす時間）に負の効果を与え得ることも明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study reviewed policies targeting child poverty in Japan and the UK and
 analysed Japanese micro data to examine the effects of household income on child outcomes. During 
the 2000’s, while the child poverty rate decreased in the UK where child poverty reduction 
strategies were implemented, the rate increased in Japan where such strategies were absent. The 
study found that persistent/recurrent low income may negatively affect learning behaviour and 
educational aspirations for secondary school pupils, similarly to the UK and other English speaking 
countries. It also found that household time constraint, as well as income constraint, may 
negatively affect teenagers’ wellbeing (time spent with parents).

研究分野：社会政策
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１．研究開始当初の背景 
子どもの時期に経験する貧困（低収入）は，
子どもの現在の生活水準を低下させるだけ
でなく将来のライフチャンスを狭めるため，
多くの先進国と同様，日本でも深刻な問題と
して懸念されている。日本では，2009 年の
子どもの貧困率は約 16%であることが厚生労
働省により明らかにされ，2013 年 6 月には
「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が
制定された。その中で，教育の支援，生活の
支援，保護者に対する就労の支援，経済的支
援などが目標として掲げられている。 
日本における子どもの貧困の実態，それに
対する政策の不十分さ，そして今後求められ
る政策については，阿部（2008），浅井ほか
編（2008）などで議論されてきた。貧困が部
分的には社会保障制度の所得再分配機能の
弱さ（あるいは逆機能）のために生じている
問題については，社会保障制度の設計に修正
が求められる。その他，貧困世帯で育つ子ど
もの教育達成と職業達成の不利や社会的孤
立の問題を緩和するのに必要な，公共支出や
公共サービスを拡充することの必要性も指
摘されてきた。しかしこれまで，子どもの貧
困をめぐるどのような課題に対して，どのよ
うな戦略に基づき，どのような方法を用いて
取り組むのが有効か，データ分析に基づいて
十分に検討されてきたとは言い難い。 
それに対して英米の先行研究では，貧困世
帯の子どものアウトカムを向上させるのに
有効なのは，世帯への直接的な収入補助か，
使途を限定した現物給付やバウチャー支給
か，親の就業参加や賃金上昇による収入増加
か，それとも世帯収入に関連した親の属性，
意識や行動に変化をもたらすことかといっ
た点で論争が展開され，データ分析に基づく
検討が進められてきた。子どもの貧困を政策
課題として重視することについて合意が得
られた場合でも，どのような方法を用いれば
即効性があるか，あるいはより長期的に望ま
しいかは自明でないため，こうした研究が必
要とされている。 
 
２．研究の目的 
 子どもの貧困に対する政策が導入されて
いた 2000 年代の英国に比べ，そうした政策
の不在だった同時期の日本では，世帯収入に
より生み出される子どもの発達・学習環境と
アウトカムの不平等は大きくなっていただ
ろうか。それとも，日本では政策が不在だっ
たとはいえ，親が育児・教育において比較的
重い負担を負っていたため，あるいは市場で
生み出される不平等が比較的小さかったた
め，子どものアウトカムに見られる不平等は
想定されるほど深刻なものではなかっただ
ろうか。本研究は，こうした背景について文
献やマクロデータでより詳細にレビューし
た上で，世帯収入が子どもの発達・学習環境
とアウトカムに与える効果についてデータ
分析を行い，日本の子どものライフチャンス

を向上・平等化に向けた政策に資する知見を
得ることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究は，文献や資料，マクロデータから
得られる情報をもとに，2000 年代の日英の子
どもを対象とした社会保障・社会福祉政策の
差異について確認し，政策の差異がそれぞれ
の国の子どもの貧困率の推移に影響を与え
たと考えられるかどうかを検討した。 
 また，ミクロデータを用い，世帯収入が子
どものアウトカムに与える効果について分
析した。これについても当初，日英比較を行
うことを目指し，日本の「21 世紀出生児縦断
調査（平成 13 年出生児）」のデータと，英国
の「Millennium Cohort Study」のデータを
入手して検討した。しかしながら，比較に値
するアウトカムについて共通の変数がほと
んど見つかず，ミクロデータの分析結果に関
する日英比較は断念した。そこで，英国や英
語圏の先行研究を参照して導かれた分析課
題について，日本のデータを用いた分析を行
うこととした。先述の「21世紀出生児縦断調
査（平成 13年出生児）」（厚生労働省）と，「親
と子の生活意識に関する調査」（内閣府）を
用いた。 
 
４．研究成果 
(1) 日英の子どもを対象とした社会保障・社
会福祉政策について文献・資料をレビューし
た。英国では 1997 年から 2010 年の労働党政
権時代に，子どもがいる世帯への所得再分配，
親の就業促進と賃金上昇，子どもの人的資本
論投資の3つの戦略を柱とする子どもの貧困
対策が進められた。しかし同時期の日本で一
定程度存在した貧困対策は，子どもの貧困を
削減することを目指して戦略的に練られた
ものだったとは言えない。日本では 2014 年
に「子どもの貧困対策に関する大綱」が策定
され，その中で経済的支援，保護者の就労支
援，教育の支援，政策の支援が掲げられてお
り，これらの方向性は，2000 年代の英国の戦
略と類似する部分もある。今後，具体的な政
策立案を行う上で，英国の政策立案の方法の
うち，特に研究成果の活用方法について考察
し，その有効性と限界から示唆を得ることに
意義があると考えられる。 
 
(2) OECDで公表されているマクロデータから，
日英の子どもの貧困率に見られる日英の共
通点と差異について検討した。2000 年代の日
英における戦略的な子どもの貧困対策の有
無の違いは，子どもの貧困率の推移に反映し
ている。2000 年時点の子どもの貧困率は日本
で 14％，英国で 15％だったのに対し，2009
年には日本で 16％に上昇する一方，英国では
11％に低下した。ただし，このことは，必ず
しも日本の子どものほうが英国の子どもよ
りもあらゆる面でウェルビーイングが低い
という結果にはつながっているわけではな



い。世帯収入が子どものアウトカムに与える
効果について，国による違いを引き続き検討
する必要がある。 
 
(3) 世帯の低収入が子どものアウトカムに
ネガティブな効果を及ぼし得ることについ
ては，因果的効果の検証が不十分とはいえ，
日本でも一定の知見は蓄積されつつある。し
かし，低収入の期間の長さが子どものアウト
カムにどのような効果を与えるかについて
はほとんど分析されていない。英国や英語圏
の先行研究では，貧困あるいは低収入を経験
する期間が長いほど，子どものアウトカムに
対してネガティブな効果を及ぼすことが明
らかにされている。そこで本研究は，「21 世
紀出生児縦断調査（平成 13 年出生児）」のデ
ータを用いて，出生以来，持続的・反復的な
低収入を経験することが中学 2年生時点（第
14 回調査）のアウトカムに与える効果につい
て分析を試みた。 
 第 1 回調査から第 14 回調査のうち，世帯
年収の情報が得られる計8回の調査で回答し
たサンプルを，以下の 4つのグループに分け
た。世帯年収が，①8 回のうち 3 回以上第 1
四分位グループに入ったグループ，②8 回の
うち 1～2 回第 1 四分位グループに入ったグ
ループ，③8 回のうち 1 回も第 1 四分位グル
ープには入らなかったが，1 回以上第 2 四分
位グループに入ったグループ，④8 回のうち
1 回も第 1・第 2 四分位グループに入らなか
ったグループである。①を持続的・反復的低
所得を経験しているグループとみなした。 
 平日の学習時間がゼロまたは1時間未満の
割合は，低収入の経験があるほど高く，特に
持続的・反復的な低収入の経験があるほど高
い。「授業の内容をよく理解できている」割
合は，低収入の経験があるほど低く，特に持
続的・反復的な低収入の経験があるほど低い。
一方，「学校の勉強は将来役に立つと思う」，
「楽しいと思える授業がたくさんある」，「為
になると思える授業がたくさんある」，「教師
との関係はうまくいっている」，「クラスの友
人関係はうまくいっている」については，低
収入の経験がないほうがわずかに肯定的な
回答をする割合が高いが，低収入の経験や持
続的・反復的低収入の経験による差はそれほ
ど大きくない。 
 将来の進路についての考えは，高校卒業後
に就職すると考える割合と，大学卒業後に就
職する（つまり大学に進学する）と考える割
合は，低収入の経験の有無，持続的・反復的
低収入の経験の有無による違いが生じる。す
なわち，低収入の経験があれば大学進学を希
望する割合が低く，持続的・反復的な低収入
を経験している場合には特にその割合が低
くなる。進路について「具体的にはまだ考え
ていない」と回答する割合は，低収入経験が
ある場合には若干高いが，持続的・反復的低
収入の経験の有無により違いが見られるわ
けではない。 

 朝食と夕食の習慣については，持続的・反
復的低収入を経験した場合に朝食を毎日食
べない割合が若干高くなる傾向は認められ
るが，それほど違いは大きくない。また夕食
を食べるか否かについても，低収入の経験や
持続的・反復的低収入の経験の有無による違
いは見られなかった。世帯収入の食習慣に対
する効果について検討するには，単に食べる
かどうかより，食事の内容に着目する必要が
あると考えられる。 
 
(4) 上述の分析結果から，持続的・反復的な
低収入の経験が子どものアウトカムに与え
る効果について明らかとなり，日本でもさら
に詳しい検討を続けるべきことが示唆され
る。英語圏の先行研究には，因果的効果を推
定したものもある。しかし，持続的・反復的
な低収入の因果的効果について特定するの
は難しい。一時的な低収入の経験以上に，長
期にわたる世帯特性が関連していると考え
られ，データでも識別が難しいためである。 
 本研究は，試みとして，世帯の就業状態に
着目し，世帯が持続的・反復的に不安定な就
業状態にあることが子どものアウトカムに
どのような効果を与えるか検討した。そして
その効果が，持続的・反復的に低収入を経験
することの効果に比べてより深刻がどうか
に着目した。 
就業状態に関する情報が得られない第3回
調査を除いた計 13 回の調査で回答したサン
プルを，以下の 4つのグループに分けた。世
帯に一人も勤め（常勤）または自営業・家業
として働く人がいない状態（一人親の場合は，
その親が勤め（常勤）または自営業・家業と
して働いていない状態）が，①3 回以上のグ
ループ，②1～2回のグループ，③0回だが過
半数の回で勤め（常勤）または自営業・家業
が 1 人であるグループ，④0 回かつ過半数の
回で勤め（常勤）または自営業・家業が 2人
のグループである。なお，持続的・反復的な
低収入と持続的・反復的な不安定就業には予
想通り関連が見られるが，持続的・反復的な
不安定就業に分類される人数のほうが少な
く，より不利な世帯を捉えていると考えられ
る。 
 中学 2年生時点の平日の学習時間がゼロま
たは 1時間未満の割合は，持続的・反復的な
不安定就業を経験している世帯で特に高く，
持続的・反復的な低収入の経験のある世帯に
比べても高い。「授業の内容をよく理解でき
ている」割合は，持続的・反復的な不安定就
業の世帯ほど高いが，持続的・反復的な低収
入の経験のある世帯に比べた差はほとんど
ない。将来の進路についての考えも，持続
的・反復的な不安定就業の世帯ほど高校卒業
後に就職すると考える割合が高く，大学に進
学すると考える割合は低い。これについても，
持続的・反復的な低収入の経験のある世帯に
比べた差はほとんどない。また，持続的・反
復的な不安定就業の世帯で，「具体的にはま



だ考えていない」が特に高いわけでもない。 
 子どものアウトカムを向上させるための
収入増加策として，世帯への収入補助ではな
く，親の就業促進を通じた収入増加が重視さ
れることがある。しかし，本研究の分析結果
から，不安定就業世帯の子どものアウトカム
が，低収入世帯に比べても特に不利であると
いった結果は必ずしも多くはなく，親の就業
促進が優先されるべき説得的な根拠は得ら
れなかった。逆に言えば，世帯への収入補助
にも意義がある可能性がある。今後，より詳
細な分析を行い，検討を続ける必要がある。 
 
(5) 世帯収入と母親の就業状況が，中学 3年
生の親子で過ごす時間にどのような効果を
もつか，2011 年に実施された「親と子の生活
意識に関する調査」のデータを用いて分析し
た。中学生にとって，低年齢の子どもと同様
に，あるいはそれ以上に，親子で過ごす時間
を最低限確保することがウェルビーイング
の向上にとって重要であるにもかかわらず，
この事実は十分に注目されていないことが
英語圏の先行研究で指摘されている。日本で
もほとんど分析されていない。また，親子で
過ごす時間には親の労働時間の長さによる
時間制約が影響すると予想されるが，時間制
約の回避を難しくする要因として収入制約
もあると考えられる。そこで，世帯の収入制
約と時間制約を表す変数として，世帯収入と
母親の就業状況に着目し，それが親子で過ご
す時間にどのような効果を与えるか検討し
た。 
 その結果，平日に親子で 1時間一緒に過ご
す可能性は，等価世帯収入の第 4四分位グル
ープに比べて第1四分位グループで低いこと，
母親が非就業の場合に比べて母親が正規就
業または非正規就業の場合に低いことが明
らかとなった。ただし，母親が正規就業の世
帯の世帯収入の効果と，母子世帯の世帯収入
と母親就業の効果については同様の結果が
得られなかった。その他，子どもの生活，人
間関係，意識が親子で過ごす時間に与える効
果についても分析したが，親子で過ごす時間
を減少させる子ども側の要因は，性別（男子
であること）以外には見つからなかった。こ
こからも，社会経済的背景からもたらされる
収入制約と時間制約が親子で過ごす時間に
及ぼし得る影響の重要性が示唆された。 
 ただし，親子で過ごす時間が確保しにくく
なっている場合に，個々の親が大きな心配を 
したり，日常的に無理をしたり，また就業そ
のものから撤退する必要はない。分析結果か
ら，親子で過ごす時間に見られる世帯収入と
母親の就業状況による差は，驚くほど大きく
ないことも読み取れる。しかし，適正な労働
時間で十分な収入を得ることが現実的とな
り，世帯収入と母親の就業状況による親子で
過ごす時間の差を縮小するような環境整備
が進めば，そこから影響を受ける人数は多い
ため，政策的に対応する意義はあると考えら

れる。 
また，本研究で使用した調査データの大部
分は母親の回答に基づくものであるため，父
親ではなく母親に限定して分析した。しかし，
当然のことながら父親にも育児の責任はあ
り，母親が子どもと過ごす時間の長さを十分
に取れているかどうかは，父親が子どもと過
ごす時間の長さを考慮に入れて考える必要
がある。この点については今後の研究課題と
したい。 
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